
宇部市協働のまちづくり条例 
 

（前文） 

「明るく住みよい地域社会の中で生き生きと豊かに暮らしたい。」 

これは、私たち宇部市民共通の願いである。 

近年、少子高齢化の進行、市民ニーズの多様化・複雑化、地方分

権の進展など社会情勢が大きく変化する中で、私たちは、環境、福

祉、教育など暮らしに密接に関わる分野で、さまざまな社会的課題

に直面している。 

私たちがこれらの課題を克服し、今後も豊かな暮らしを続けてい

くためには、地域社会において行政が主体的にその中心的役割を担

うというこれまでのあり方を見直し、地域社会を構成する多様な主

体が、共に地域社会を支えるパートナーであることを認識し合い、

適切な役割分担の下、連携し、及び協力してまちづくりを進める協

働のまちづくりに取り組む必要がある。 

幸い、本市では、かつて石炭産業で得た資源により教育、社会事

業を幅広く展開し、市民の力で現在の礎を築いてきたすばらしい歴

史があり、その精神を信条に、「産・官・学・民」の連携により公

害を克服した「宇部方式」や活発なボランティア・ＮＰＯ活動、地

域コミュニティ活動などに取り組んできたところである。 

そこで、先人たちが培ってきたこれまでの自治の精神を受け継ぎ、

「自分たちのまちは自分たちで築く。」を合言葉に、協働のまちづ

くりを継続的かつ積極的に推進し、市民一人ひとりが生き生きと暮

らせる活力ある地域社会の実現を目指すため、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における協働のまちづくりを推進するため

の基本理念及び基本的事項を定め、市民、市民活動団体、地域コミ

ュニティ、事業者、高等教育機関（大学、大学院、短期大学、高等

専門学校その他の高等教育機関をいう。以下同じ）及び市がそれぞ

れの役割を担いながら、共に協働してまちづくりに取り組むことに

より、豊かで活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 
（１）協働 地域社会を担う多様な主体が、共通の社会的な目的を達

成するため、それぞれの役割を理解し、相互に補完し、連携し、及
び協力することをいう。 
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（２）まちづくり 生活の場又は活動の場を快適かつ魅力ある環境に
整備する諸活動をいう。 

（３）市民 本市に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 
（４）市民活動 営利を目的としない市民の自主的、主体的な社会参

加活動で、不特定多数の人々の利益の増進及び地域社会の発展に
寄与することを目的とするものをいう。ただし、宗教的若しくは
政治的な活動又は選挙活動（特定の公職の候補者若しくは公職に
ある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを
目的とする活動をいう。）を除く。 

（５）市民活動団体 市民活動を組織的かつ継続的に行うことを目的
とする団体をいう。 

（６）地域コミュニティ 地域の暮らしをより良いものにしようと取
り組む地域住民一人ひとりの集合体をいう。 

（７）事業者 本市において営利を目的とする事業を行う個人又は法
人をいう。 

 

（基本理念） 

第３条 市民、市民活動団体、地域コミュニティ、事業者及び高等教

育機関（以下「市民等」という。）並びに市は、相互に支え合う地

域社会の実現のため、それぞれの役割を理解し、協働のまちづくり

の推進に努めるものとする。 

 

（市民の役割） 

第４条 市民は、地域社会の一員であることを自覚し、自らが暮らす

地域社会に関心を持ち、自らができることを考え、自発的にまちづ

くりに参加するよう努めるものとする。 

２ 市民は、市民活動が果たす社会的意義について理解を深め、自発

的な市民活動への参加及び協力に努めるものとする。 

 

（市民活動団体の役割） 

第５条 市民活動団体は、自らの活動が果たす社会的意義を自覚し、

自己の責任の下、協働のまちづくりの推進に寄与するよう努めるも

のとする。 

２ 市民活動団体は、広く市民に対して、その活動が理解されるよう

努めるとともに、自己実現の場及び社会参加の機会を提供するよう

努めるものとする。 
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（地域コミュニティの役割） 

第６条 地域コミュニティは、地域の特性を活かし、協働のまちづく

りの推進に寄与するよう努めるものとする。 

２ 地域コミュニティは、地域における住民間の親睦及び融和並びに

住民による自治の充実に向けた基盤的な役割を果たすよう努める

ものとする。 

 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、地域社会の一員として、協働のまちづくりに関す

る理解を深め、自発的にその推進に寄与するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、市民活動が果たす社会的意義について理解を深め、自

発的な市民活動への協力に努めるものとする。 
 

（高等教育機関の役割） 

第８条 高等教育機関は、その公的な機関としての役割を認識すると

ともに、その保有する社会的、学術的資源を活かし、協働のまちづ

くりの推進に寄与するよう努めるものとする。 

２ 高等教育機関は、その所属する学生等に対し、地域社会に対する

理解及び市民活動への積極的な参加を促すよう努めるものとする。 
 

（市の役割） 

第９条 市は、協働のまちづくりの推進に資する施策を実施するもの

とする。 

２ 市は、職員に対し、協働のまちづくりに関する啓発、研修等を実

施し、職員一人ひとりの意識改革を図るものとする。 

 

（市の施策） 

第１０条 市は、市民等との協働を推進するため、次に掲げる施策を

実施するものとする。 

（１）協働の機会を促進するための仕組みの構築に関すること。 

（２）市が実施する施策事業の協働による推進に関すること。 
 

（環境整備） 

第１１条 市民等及び市は、協働のまちづくりの推進に向けた環境の

整備を図るため、連携し、及び協力して次に掲げる施策に取り組む

ものとする。 

（１）中間支援拠点（協働の推進、市民活動の支援等の機能を担う拠

点施設をいう。）の充実及び機能強化 

（２）中間支援組織（協働又は市民活動に関する調整等の役割を担う

ことを目的とする組織をいう。）の育成及び充実 
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（３）協働を推進するための人材育成制度及び人材活用制度の整備 
 

（情報の共有） 

第１２条 市民等及び市は、各自が保有する協働のまちづくりに関す

る情報を相互に提供することにより、当該情報の共有に努めるもの

とする。この場合において、市民等及び市は、個人情報の保護に配

慮するものとする。 
 

（審議会の設置） 

第１３条 協働のまちづくりの推進に関する事項を調査審議するた

め、宇部市協働のまちづくり審議会（以下「審議会」という。）を

設置する。 

 

（組織） 

第１４条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

（１）市民 

（２）市民活動団体関係者 

（３）地域コミュニティ関係者 

（４）事業者 

（５）学識経験者 

（６）その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

４ 委員は再任されることができる。 

 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、市規則で定める。 

 

 附則 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 


